
※令和７年１２月２６日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

≪摘要欄≫　　○：ほぼ要望どおり措置等の見込み　△：一部措置等される見込み　×：措置等されない見込み

要望・提案事項 摘要

◆令和８年度予算措置の状況　＜こども家庭庁＞
○こども家庭庁予算の全体 〔全〕７兆４，９５６億円の内数

　（〔全〕７兆３，２７０億円の内
数）

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○こども家庭庁補正予算の全体 〔全〕６，４７９億円の内数

◆令和８年度予算措置の状況　＜こども家庭庁＞
○教育・保育、地域の子ども・子育て支援の充実　(保育関係予算) 〔全〕２兆５，７３１億円の内数

（〔全〕２兆４，５１２億円の内数）

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○教育・保育、地域の子ども・子育て支援の充実　(保育関係予算) 〔全〕１，３９５億円の内数

◆令和８年度予算措置の状況　＜こども家庭庁＞
○幼児教育・保育の無償化の実施　(保育関係予算) 〔全〕２兆５，７３１億円の内数

（〔全〕２兆４，５１２億円の内数）

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○幼児教育・保育の無償化の実施 　(保育関係予算の全体) 〔全〕１，３９５億円の内数

◆令和８年度予算措置の状況　＜こども家庭庁＞
○乳児等のための支援給付交付金（こども誰でも通園制度） 〔全〕３４９億円

（〔全〕１２６億円）

◆令和８年度予算措置の状況　＜こども家庭庁＞
○待機児童の解消に向けた保育の受け皿拡大 (保育関係予算の全体) 〔全〕２兆５，７３１億円の内数

（〔全〕２兆４，５１２億円の内数）

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○待機児童の解消に向けた保育の受け皿拡大　(保育関係予算の全体) 〔全〕１，３９５億円の内数

(４)　こども誰でも通園制度の本格実
施に向けた制度設計

△
◆予算項目以外の状況
・利用可能時間や対象者の見直しなどの中長期的な課題を含む、多くの課題について現在も検討中。

(５)　待機児童の解消について
①保育所等整備補助の充実と制度
改善
②　賃貸物件を活用した受け皿拡大
への支援

△
◆予算項目以外の状況
○保育所等整備補助の充実と制度改正
・保育所のバリアフリー化を促進する観点から、エレベーターの整備に要する経費の「特殊附帯工事費加
算」の対象等に関する要望内容は、実現していない。

○賃貸物件を活用した受け皿拡大への支援
・公定価格の賃借料加算について、実勢に合った単価改正を行うとの要望内容は、実現していない。
・防音壁整備事業等に関し、賃貸物件についても対象とする要望内容は実現していない。

令和8年1月30日

大　　阪　　府

令和８年度 国の施策・予算に関する提案・要望　政府予算案（福祉関連）

予算等の措置状況
Ⅰ 次世代育成に関する要望
１．子ども家庭施策の充実
(１)　子ども家庭施策の推進につい
て

△

◆予算項目以外の状況
・国において、予算措置が拡充されているものの、子ども家庭施策を推進するにあたり、さらなる財源措置
が必要。

≪予算等の措置状況欄≫　金額上段：R８年度予算額　　金額下段：R７年度予算額　　〔全〕全国枠予算　　〔国〕国費ベース　　〔事〕事業費ベース

(３)　幼児教育の無償化について

△

◆予算項目以外の状況
子育て世帯へのさらなる負担軽減措置が求められる。
・０～２歳の無償化については、実現していない。

(２)　「子ども・子育て支援新制度」に
ついて

△

◆予算項目以外の状況
・保育時間の標準・短時間の統合や、通園送迎加算に関する要望内容は実現していない。
・地域区分については、令和６年度に大くくりの方針が示されたものの、実施は見送られている。
・利用定員の設定について、市町村が関与できるよう法に位置付けることの要望内容は実現していない。
・申請書類の簡素化や統一については、取組の進展がない。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況
◆令和８年度予算措置の状況＜こども家庭庁＞
○保育人材確保のための処遇改善等支援の拡充 　(保育関係予算の全
体)

○保育人材確保のための総合的な対策 　(保育関係予算の全体)

〔全〕２兆５，７３１億円の内数
（〔全〕２兆４，５１２億円の内数）

〔全〕２兆５，７３１億円の内数
（〔全〕２兆４，５１２億円の内数）

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○保育人材確保のための処遇改善等支援の拡充 　(保育関係予算の全
体)

○保育人材確保のための総合的な対策 　(保育関係予算の全体)

〔全〕１，３９５億円の内数

〔全〕１，３９５億円の内数

◆令和８年度予算措置の状況＜こども家庭庁＞
○多様な保育の充実 　(保育関係予算の全体)

○地域子ども・子育て支援事業 　(保育関係予算の全体)

〔全〕２兆５，７３１億円の内数
（〔全〕２兆４，５１２億円の内数）

〔全〕２，１６３億円の内数
（〔全〕２，０１３億円の内数）

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○多様な保育の充実 　(保育関係予算の全体)

○地域子ども・子育て支援事業 　(保育関係予算の全体)

〔全〕１，３９５億円の内数

〔全〕１１億円の内数

◆令和８年度予算措置の状況　＜こども家庭庁＞
○放課後児童健全育成事業（子ども・子育て支援交付金）

○子ども・子育て支援施設整備交付金（放課後児童クラブの整備費）

　
〔全〕２，１６３億円の内数

（〔全〕２，０１３億円の内数）

〔全〕６７億円の内数
（〔全〕９１億円の内数）

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○地域子ども・子育て支援事業における事業継続支援事業

○放課後児童クラブ整備促進事業

〔全〕１１億円の内数
　

〔全〕８．３億円
（〔全〕１３億円）

(９)　少子化対策について

×

(10)　SNS等に起因した性的搾取か
ら青少年を守る施策の充実 ×

◆令和８年度予算措置の状況＜こども家庭庁＞
○ヤングケアラー支援体制強化事業
　・ヤングケアラー支援体制構築事業
　・ヤングケアラー実態調査・研修推進事業

〔全〕２０６億円の内数
（〔全〕２０７億円の内数）

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○民間企業等による自治体と連携したヤングケアラーへの食支援事業 〔全〕０．２億円

◆予算項目以外の状況
・保護者が希望すれば子どもが２歳になるまで育児休業を取得し、育児休業給付金を受給できる制度の
構築について、実現していない。

◆予算項目以外の状況
・「こどもの性的搾取等に係る対策に関する関係府省連絡会議合同会議」が開催されたが、要望した法改
正は実現していない。

(11)　ヤングケアラー支援を継続的
に取組むための財政的支援

△

(７)　多様な保育の充実について

△

◆予算項目以外の状況
・病児保育事業については、令和６年度より当日キャンセル対応加算が本格実施されたが、事業者が安
定的に運営できるような補助等の更なる改善が求められる。
・障がい児等の処遇にかかる財源措置や国庫補助の拡充については、実現していない。
・医療的ケア児保育支援事業については、支援メニューが追加されるなど一定の拡充が進められている
が、継続的な看護師雇用につながる制度拡充や公定価格への反映は行われていない。

(８)　放課後児童健全育成事業の充
実について

△

◆予算項目以外の状況
・令和５年 １２ 月に策定された令和５～６年度に係る「放課後児童対策パッケージ」以降も、待機児童対
策の一層の強化と児童の居場所確保の充実を図るため、予算・運用等の両面から集中的に取り組むべ
き対策として、令和６～７年度に「放課後児童対策パッケージ 2025」、令和７～８年度に「放課後児童対策
パッケージ 2026」が発出された。

(６)　保育士等の確保・定着について
①保育人材確保のための処遇改善
等支援の拡充
②保育士の就業状況等の届出制の
導入
③保育士修学資金貸付等事業の財
政支援等

△

◆予算項目以外の状況
・人事院勧告に伴う処遇改善は実施されているが、職員配置基準の検証や、職員配置に関する加算等の
見直しは実現していない。
・保育士の就業状況等の届出制の導入については、実現していない。
・保育士修学資金貸付等事業の事務費の上限額の緩和等については、実現していない。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○保育所等におけるICT化推進等事業 〔全〕１３億円の内数

(13)　保育士登録の取り消し及び名
称使用停止の基準について ×

(14)　幼保連携型認定こども園の保
育教諭等に係る免許等の統一化 ×

◆令和８年度予算措置の状況＜こども家庭庁＞
○児童虐待防止対策関係等 　〔全〕４，１３７億円の内数

　　（〔全〕３，９０７億円の内数）

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○児童虐待防止対策関係等 　〔全〕２１２億円

◆令和８年度予算措置の状況＜こども家庭庁＞
○里親養育包括支援（フォスタリング）事業

○児童入所施設措置費等国庫負担金

○次世代育成支援対策施設整備交付金
・小規模かつ地域分散化された施設を整備する際の施設整備費等の補
助率を嵩上げ（１/２→２/３）

○児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業
・補助金嵩上げ（１/２→２/３）の要件は次世代育成支援対策施設整備交
付金と同様

〔全〕２０６億円の内数
（〔全〕２０７億円の内数）

〔全〕１，６７２億円
（〔全〕１，５９１億円）

〔全〕６７億円の内数
（〔全〕６７億円の内数）

〔全〕２０６億円の内数
（〔全〕２０７億円の内数）

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○里親養育包括支援（フォスタリング）事業（共働き家庭里親等支援強化
事業）

○児童入所施設措置費等国庫負担金

○次世代育成支援対策施設整備交付金

○児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業
・改正児童福祉法の施行に向けた改修等に係る支援

○令和７年人事院勧告を踏まえた児童養護施設等の職員の処遇改善

〔全〕０．５億円

〔全〕１７７億円

〔全〕９４億円

〔全〕１．０億円

〔全〕４６億円

◆予算項目以外の状況
・登録の取消し又は名称使用停止処分にかかる具体的基準について、現時点では国から示されていな
い。

◆予算項目以外の状況
・免許・資格を一本化した資格は創設されていない。

２．児童家庭福祉施策の充実
(１)　児童虐待対策の充実について
①体制強化について
②市町村における相談体制等の充
実
③情報共有のためのシステムの構築
④警察から市町村への通告
⑤ＩＣＴ化等について

△
◆予算項目以外の状況
・児童相談所職員確保及び施設整備に対する措置は不十分。
・国において新たに「こども・若者支援人材バンク」の設置・運営すること等が決まったが、効果等を見定め
る必要がある。
・市町村における常勤職員やスーパーバイザーの専門職配置と配置基準の法令上の明確化、職員確保
の方策や財政措置、「要保護児童対策地域協議会設置・運営指針」の改正は行われていない。
・情報共有システム構築については、適正運用に係る法整備や各種基準の設定は行われていない。
・市町村が、警察からの通告先に加わっていない。
・ＡＩ導入について、現在国において「児童相談所における業務サポートAIシステム」の試行実施等が行わ
れているが、その他に具体的な調整等はなく、丁寧な協議が必要。

(２)　家庭と同様の環境における養
育の推進について
①里親委託の推進
②育児休業法の適用
③児童養護施設等の小規模化・家庭
的養護の推進
④施設における職員配置基準の改
善
⑤一時保護受入施設の体制強化に
ついて

△

(11)　ヤングケアラー支援を継続的
に取組むための財政的支援

△
◆予算項目以外の状況
・国において、令和７年４月に「ヤングケアラー支援ガイドライン（仮称）」が策定され、支援の各段階におけ
る重要なポイントとともに市区町村における実態調査の方法例や18歳以上のヤングケアラー支援につい
ても示された。
・地方公共団体がより充実した支援に継続して取り組むことができるよう、「安定的な財政的支援を講じる
こと」についての方針は示されていない。

(12)　保育現場のＩＣＴ化の補助対象
の拡充

△
◆予算項目以外の状況
・機能追加については、特定条件に当てはまる場合（キャッシュレス決済の新規導入、国プラットフォーム
を導入している施設における登降園管理の新規導入）にのみ実現しているが、更新 については実現して
いない。
・運用維持経費の公定価格上の加算措置等については実現していない。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況

◆令和８年度予算措置の状況＜こども家庭庁＞
○児童家庭支援センター運営等事業
・自立援助ホームの体制強化（心理担当職員の配置）

〔全〕２０６億円の内数
（〔全〕２０７億円の内数）

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業 〔全〕４．３億円

◆令和８年度予算措置の状況＜こども家庭庁＞
○児童扶養手当

○高等職業訓練促進継続給付金等事業
・准看護師から看護師の養成機関に引き続き進学する場合の自立支援
教育訓練給付金及び高等職業訓練促進給付金の支給期間の一部延長

〔全〕１，５３２億円
　（〔全〕１，５３０億円）

〔全〕２０３億円の内数
（〔全〕１８０億円の内数）

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○民間企業と協働した就業・定着までの一体的支援強化事業 〔全〕２．２億円

（〔全〕１．８億円）

(５)　子どもの貧困対策の推進につ
いて

◆令和８年度予算措置の状況＜こども家庭庁＞
○地域こどもの生活支援強化事業 〔全〕１９６億円の内数

（〔全〕１８０億円の内数）
△

(６)　物価高騰の影響を受けた生活
者等に対する支援について

◆令和７年度補正予算の状況＜内閣官房・内閣府＞
○重点支援地方交付金 〔全〕２兆円の内数 △

◆令和８年度予算措置の状況＜こども家庭庁＞
○こどもの権利擁護環境整備事業
・意見表明等支援事業
・こどもの権利や権利擁護のための仕組みに関する周知啓発
・こどもの権利擁護機関の整備

〔全〕安心こども基金活用
（〔全〕安心こども基金活用）

(８)　里親委託推進における市町村
との連携について

×

(９)　里親登録消除の要件の見直し

×

◆令和８年度予算措置の状況＜こども家庭庁＞
○保育所等虐待防止対策支援事業
・保育所等職員による虐待通報義務化を受けた指導監督体制構築に向
け、専門的知見を有する人材確保のための財政措置

〔全〕４６３億円の内数
（〔全〕４６４億円の内数）

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○保育環境改善事業（安全対策事業） 〔全〕３億円

◆予算項目以外の状況
・市町村が児童相談所等と連携して取り組む里親制度の普及・促進に向けた取組を財政面から支援する
制度の創設は実現しておらず、また、子育て短期支援事業における里親の活用について、フォスタリング
機関に委託するための経費の市町村支援は実現されていない。

◆予算項目以外の状況
・里親登録消除の要件については、見直されていない。
・近畿府県民生主管部長会議でも、他自治体の賛同を得て要望。

(11)　子どもをわいせつ行為等から
守る環境整備

×

(10)　保育現場における虐待に対す
る指導体制の構築

△
◆予算項目以外の状況
・保育対策総合支援事業費補助金に要望事項に対応する新たなメニューが創設されたが、予算規模が小
さく、十分な財源措置とはなっていない。

(７)　子どもの権利擁護について

△

◆予算項目以外の状況
・一自治体あたりの補助基準額について、人口規模等の実情を踏まえた制度となるよう要望しているが、
見直しは行われない見込み。

(３)　社会的養護から自立する子ども
への支援について

△

◆予算項目以外の状況
・自立支援担当職員の配置について、専任を要件としないよう要望しているが、加算要件の見直しは行わ
れない見込み。

(４)　ひとり親家庭等自立支援対策
の推進について
①母子家庭の母への経済的支援
②ひとり親家庭等の就業等支援施策
の更なる推進

△

◆予算項目以外の状況
・児童扶養手当の所得制限限度額の見直しは実現していない。
・親子交流に必要な支援のための体制整備（支援機関の養成やガイドライン作成など）については、実現
していない。

(２)　家庭と同様の環境における養
育の推進について
①里親委託の推進
②育児休業法の適用
③児童養護施設等の小規模化・家庭
的養護の推進
④施設における職員配置基準の改
善
⑤一時保護受入施設の体制強化に
ついて

△

◆予算項目以外の状況
○家庭養育優先原則に基づく取組等の推進
・里親支援センターの運営について地域の実状に応じた支援員の配置が認められていない。

○施設における職員配置基準の改善
・職員配置基準の見直しは行われない見込み。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○障害福祉サービス関係費 〔全〕１兆８，６５０億円

　（〔全〕１兆７，０３３億円）

(２)　支給決定手続き等の透明化、
明確化及び国庫負担基準について
①支給決定に係る明確な判断基準
の確立
②国庫負担基準等の見直し

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○地域生活支援事業費等補助金 〔全〕５０５億円

　（〔全〕５０２億円）

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省、こども家庭庁＞
○障害福祉サービス事業所等の整備等の推進
・社会福祉施設等施設整備費補助金
　・障がい者施設整備

・次世代育成支援対策施設整備交付金
　・障がい児施設整備

〔全〕４０億円
（〔全〕５０億円）

〔全〕６７億円の内数
（〔全〕６７億円の内数）

◆令和７年度補正予算の状況＜厚生労働省、こども家庭庁＞
○障害福祉サービス事業所等の整備等の推進
・社会福祉施設等施設整備費補助金(障がい者施設整備）
・次世代育成支援対策施設整備交付金（障がい児施設整備）

〔全〕１０１億円
〔全〕９４億円の内数

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省、こども家庭庁＞
○良質な障害福祉サービスの確保

○良質な障害児支援の確保

〔全〕１兆８，１４５億円の内数
（〔全〕１兆６，５３１億円）

〔全〕５，２０２億円の内数

◆令和７年度補正予算の状況＜厚生労働省、こども家庭庁＞
○医療・介護等支援パッケージ（障害福祉分野、障害児支援分）
・障害福祉分野における賃上げに対する支援

○重点支援地方交付金
・中小企業・小規模事業者の賃上げ環境整備
・医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策
支援

〔全〕６２２億円

〔全〕２兆円の内数

◆予算項目以外の状況
・支給決定に係る明確な判断基準の確立に向けた見直しは実現していない。
・国庫負担基準の見直しによる自治体の超過負担の解消は実現していない。

(４)　地域移行・地域生活の更なる推
進について

△

◆予算項目以外の状況
・市町村が地域の実情に応じて地域生活支援拠点等の機能充実を図ることに特化した補助制度創設等
の財政措置は実現していない。

(５)　障害福祉サービスの基準・報酬
について

△

(３)　地域生活支援事業について

△
◆予算項目以外の状況
・地域生活支援事業に係る国庫補助金の枠拡大と事業実績に見合った確実な財源措置、配分方法につ
いての情報提供、利用者負担軽減のための必要な財源措置、意思疎通・移動の支援、日常生活用具等
の個人向け給付事業の国庫負担金化・個別給付化及び地方負担分の的確な交付税措置に関する要望
については、実現していない。

(11)　子どもをわいせつ行為等から
守る環境整備

×◆予算項目以外の状況
・府が要望した、教員等の研修機会の確保や犯罪事実確認記録等の閲覧管理に用いる情報機器のセ
キュリティ対策への助成については実現していない。
・自治体において新たに生じる管理監督等の事務にかかる費用についての財政措置は実現していない。

Ⅱ　障がい者福祉に関する要望
１．障がい者施策の円滑な推進
(１)　障がい者福祉制度の充実につ
いて
①利用者本位の安定した障がい者
福祉制度について
②難病対策に合わせた障がい福祉
サービスの対象者の拡大

◆予算項目以外の状況
・令和６年度報酬改定後の状況を踏まえた対応が検討されている。
・２０４０年に向けた障がい福祉サービスの提供体制について検討されている。

△
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況
◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省、こども家庭庁＞
○強度行動障害の状態にある者に対する地域支援機能の強化（厚生労
働省）

○発達障害の初診待機解消に関する取組の推進（厚生労働省）

○発達障害児者とその家族に対する支援（厚生労働省）

○教育と福祉の連携の推進（厚生労働省）
　（地域生活支援事業等の内数）

○地域障害児支援体制強化事業（こども家庭庁）

○地域支援体制整備サポート事業（こども家庭庁）
（児童虐待防止対策等総合支援事業の内数）

〔全〕４．３億円
（〔全〕４．３億円）

〔全〕０．９億円
（〔全〕０．９億円）

〔全〕１．６億円
（〔全〕１．６億円）

〔全〕５０５億円の内数
（〔全〕５０２億円の内数）

〔全〕２０６億円の内数
（〔全〕２０７億円の内数）

〔全〕２０６億円の内数
（〔全〕２０７億円の内数）

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○発達に特性のあるこどもへのアセスメント強化・伴走的支援推進事業
 （児童虐待防止対策等総合支援事業の内数）

〔全〕３．０億円の内数

(７)　重症心身障がい児者を含む医
療的ケア児（者）の支援について

×

(８)　医療的ケア児から成人に移行し
た後のサービス充実について ×

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○高次脳機能障害者の支援施策の推進

及び地域生活支援事業の内数

〔全〕１．３億円
（〔全〕１．３億円）

〔全〕５０５億円の内数
（〔全〕５０２億円の内数）

◆令和８年度予算措置の状況　＜内閣府、厚生労働省＞
○障害者施策の推進（内閣府）

○地域生活支援事業等補助金（厚生労働省）
　「心のバリアフリー」を広める取組の推進
（地域生活支援事業等の内数）

○障害者虐待防止・権利擁護などに関する総合的な施策の推進（厚生
労働省）

〔全〕１．４億円
（〔全〕１．５億円）

〔全〕５０５億円の内数
（〔全〕５０２億円の内数）

〔全〕６．２億円
（〔全〕６．３億円）

(11)　言語としての手話の習得の機
会の確保等について

○

(12)　障がい者手帳の形態の多様化
について ×

◆予算項目以外の状況
・医療機関における短期入所の受け入れが促進できるような報酬評価等体制の拡充は実現されていな
い。
・急性増悪時等のかかりつけ医の後方支援医療機関に普段かかっていない患者でも円滑に受け入れら
れる体制整備は実現していない。

◆予算項目以外の状況
・手話に関する施策の推進に関する法律が施行され、国及び地方公共団体には、手話を習得することの
できる機会の確保を図ることが位置付けられた。これを踏まえ、法に定められた施策の着実な推進につい
て、所要の財源措置を含め、適切に対応していくことが求められている。

◆予算項目以外の状況
・医療的ケア児から成人に移行した後のサービスの更なる充実は図られていない。

(10)　障害者差別解消法の円滑な施
行並びに障がい者虐待防止対策へ
の支援について
①障害者差別解消法の円滑な施行
②障がい者虐待防止対策への支援

△

◆予算項目以外の状況
・障がい者虐待防止対策への支援に関する要望内容については、実現していない。

◆予算項目以外の状況
・障がい者手帳の形態の多様化について、特段の動きは見受けられない

(９)　高次脳機能障がい者の支援に
ついて

△◆予算項目以外の状況
・令和7年12月に超党派の議員立法で高次脳機能障害者支援法が成立、令和８年４月１日から施行され
る。
・令和6年度障害福祉サービス等報酬改定において、高次脳機能障がいに関する研修を受講した高次脳
機能障がい者を支援する事業所等に対して評価を行う「高次脳機能障害（者）支援体制加算」が新設され
た。
・高次脳機能障がいを診断できる医師の養成等の施策、機能訓練等を行う入所型自立訓練施設における
看護師、作業療法士等の手厚い配置が可能な報酬体系の創設に関する要望内容について、前者は実現
しておらず、人員配置基準に言語聴覚士が加えられたものの、手厚い配置が可能な報酬体系に至ってい

(６)　発達障がい児者支援策の充実
について

△
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況
(13)　障害者手帳情報と個人番号の
自動連携について

×

(14)　強度行動障がい者の支援のた
めの中核的人材養成研修修了に伴
う加算の経過措置等について

×

(15)　高次脳機能障害支援養成研修
終了に伴う加算の経過措置について ×

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○障害者就業・生活支援センター事業の推進 〔全〕７．９億円

（〔全〕７．９億円）

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○工賃向上等のための取組の推進

　
〔全〕５．８億円

（〔全〕５．８億円）
　

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○雇用施策と福祉施策の連携による重度障害者等の就労支援 〔全〕７．７億円

 （〔全〕７．７億円）

(４)　基礎的研修の実施について

×

３．障害福祉サービス事業所の適切
な運営
(１)　障害福祉サービス事業所の管
理について

×

(２)　行政処分を受けた障害福祉
サービス事業者等の欠格事由者の
拡大等について

×

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○ 介護保険制度による介護サービスの確保（一部社会保障の充実）

○ 介護保険の第１号保険料の低所得者軽減措置（社会保障の充実）

○ 保険者機能強化推進交付金等による保険者インセンティブの推進（一
部社会保障の充実）

〔全〕３兆３，９３４億円
（〔全〕３兆３、４００億円）

〔全〕５９５億円
（〔全〕５９５億円）

〔全〕２９５億円
（〔全〕３０１憶円）

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○ 介護保険制度による介護サービスの確保（一部社会保障の充実）

○ 介護保険の第１号保険料の低所得者軽減措置（社会保障の充実）

〔全〕３兆３，９３４億円
（〔全〕３兆３、４００億円）

〔全〕５９５億円
（〔全〕５９５億円）

Ⅲ　介護保険制度、高齢者福祉に関
する要望
１.介護保険制度の見直し
(１)　介護保険制度の運営について
①持続可能な介護保険制度の確立
②介護報酬における地域区分の柔
軟な取扱い

△

◆予算項目以外の状況
・次期介護報酬改定に向けた地域区分の設定については、社会保障審議会介護給付費分科会において
議論が行われているところ。

(２)　介護保険制度における低所得
者対策の充実

△

(３)　重度障がい者等の就業支援に
ついて

△
◆予算項目以外の状況
・法定給付化は実現していない。

◆予算項目以外の状況
・行政処分に係る欠格事由等の拡大を含めた指定・指導権限の強化の検討について、特段の動きは見受
けられない。

◆予算項目以外の状況
・職員の配置状況や資格情報や処分に伴い欠格になった役員等の情報について、各都道府県、政令市、
中核市間で情報共有できるシステムの構築に関する要望内容は実現していない。

◆予算項目以外の状況
・基礎的研修の実施主体に都道府県を加えることについて具体的な検討は進んでおらず、モデル事業実
施についても実現していない。

２．障がい者の就労支援の強化
(１)　障がい福祉計画の目標達成に
向けた就労支援の抜本的強化につ
いて
①就労選択支援事業の円滑な実施
②一般就労後の定着支援について
③障害者就業・生活支援センターの
体制の充実等
④障がい者の社会的雇用の国制度
化に向けたモデル事業の実施

△

◆予算項目以外の状況
・令和７年１０月から始まった就労選択支援事業の質の担保に関して、国はモデル実施を通じて情報収集
しているところ。
・就労移行支援事業における障がい種別や程度に応じた報酬設定、および、就労定着支援事業における
就労定着率以外の項目で評価される報酬設定については、検討されていない。
・障害者就業・生活支援センター人件費への十分な財源措置については実現していない。また、令和６年
度から就労定着支援事業の実施主体に障害者就業・生活支援センターが追加されたことについての効
果・影響についての検証は行われていない。
・社会的雇用など、多様な働き方に関する検討は進んでいない。

(２)　福祉的就労の充実・強化につい
て

△
◆予算項目以外の状況
・適切な事業所運営のための「就労継続支援事業所の新規指定及び運営状況の把握・指導のためのガ
イドライン」が示された。
・令和８年度に臨時応急的な見直しとして、就労移行支援体制加算、就労継続支援B型の基本報酬区分
の基準の見直し等が検討されている。

◆予算項目以外の状況
・高次脳機能障害支援養成研修終了に伴う加算の経過措置に関する要望内容は実現していない。

◆予算項目以外の状況
・都道府県における自動連携の仕組みの構築等について、特段の動きは見受けられない。

◆予算項目以外の状況
・中核的人材養成研修修了に伴う加算の経過措置等に関する要望内容は実現していない。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○ 介護保険制度による介護サービスの確保（一部社会保障の充実）

○ 保険者機能強化推進交付金等による保険者インセンティブの推進（一
部社会保障の充実）

〔全〕３兆３，９３４億円
（〔全〕３兆３、４００億円）

〔全〕２９５億円
（〔全〕３０１憶円）

(４)　要介護認定等の見直し

×

(５)　介護支援専門員の資格につい
て ×

(６)　介護保険事業費補助金（介護
報酬改定等に伴うシステム改修事
業）について

◆令和７年度補正予算の状況＜厚生労働省＞
○介護保険制度の運用等に必要なシステム整備事業 〔全〕９４億円 △

(７)　介護サービス情報の公表制度
について ×

(８)　災害時情報共有システムにつ
いて △

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○介護保険制度による介護サービスの確保（一部社会保障の充実）
  介護報酬臨時改定（改定率　＋２.０３％）
 　・うち、介護分野の職員の処遇改善　＋１.９５％（令和８年６月施行）
 　・うち、食費の基準費用額の引き上げ　＋０.０９％（令和８年８月施行）

〔全〕３兆３，９３４億円の内数

◆令和７年度補正予算の状況＜厚生労働省＞
○介護事業所等に対するサービス継続支援事業
　物価上昇の影響がある中でも、介護事業所・施設が、必要な介護サー
ビスを円滑に継続できるよう、介護事業所・施設のサービス類型・規模等
を踏まえ、訪問・送迎など移動に伴い必要となる経費、衛生用品や備蓄
物資、ポータブル発電機など災害発生時に必要な設備・備品などの購入
費用等に対する補助を行う。

○介護施設等に対するサービス継続支援事業
　介護保険施設等が、物価上昇の影響がある中でも、食事提供という
サービスを円滑に継続できるよう、介護保険施設等の規模等を踏まえ、
食料品等の購入費等に対する補助を行う。

〔全〕２７８億円

〔全〕２１０億円

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○在宅医療・介護連携推進支援事業

○地域支援事業の推進

○保険者による自立支援、重度化防止、介護予防の横展開

○高齢者権利擁護等推進事業

○認知症施策の総合的な推進

〔全〕０．５億円
　（〔全〕０．４億円）

〔全〕１８０７億円
　（〔全〕１,８００億円）

〔全〕０．６億円
　（〔全〕０．６億円）

〔全〕１．２億円
　（〔全〕１．２億円）

〔全〕１２５億円
　（〔全〕１２５億円）

◆令和７年度補正予算の状況＜厚生労働省＞
○認知症基本法に基づく認知症施策推進事業 〔全〕５億円

(９)　介護事業者支援の充実

△

◆予算項目以外の状況
・訪問介護等について、経営実態にを反映させた内容となっていない。

２.高齢者保健福祉施策の充実
(１)　地域包括ケアシステムの構築
について
①医療との連携強化
②生活支援・介護予防の充実
③権利擁護の推進
④地域包括支援センターの機能強
化・体制整備
⑤認知症基本法の適切な運用
⑥認知症予防の推進
⑦認知症サポーター養成講座に係る
受講利便性の改善

△

◆予算項目以外の状況
・政令指定都市以外の市町村に対する運用は変更されたものの、システム改修については実現していな
い。

(３)　調整交付金制度等の運用

△

◆予算項目以外の状況
・調整交付金については、国庫負担割合の見直し等は実現していない。

◆予算項目以外の状況
・公表される情報の即時性や正確性の確保に向けた制度の抜本的な見直しや制度の周知に関する要望
は実現していない。

◆予算項目以外の状況
・介護支援専門員の資格に関する要望については、実現していない。

◆予算項目以外の状況
・要支援者からの要介護認定申請に係る認定調査の実施者の見直しは実現していない。

(２)　介護保険制度における低所得
者対策の充実

△

◆予算項目以外の状況
・施設利用に係る補足給付については、低所得者が必要なサービスが受けられるよう、必要な財政措置
を講ずることを要望しているが、一部負担増につながる見直しがなされたため引き続き要望を行っていく。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○高齢者地域福祉推進事業（老人クラブへの助成）

○高齢者生きがい活動促進事業

〔全〕２３億円
　（〔全〕２３億円）

〔全〕０．２億円
　（〔全〕０．２億円）

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○介護施設等における防災・減災対策の推進
・地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金

○介護施設等の整備
・地域医療介護総合確保基金【介護分野のうち施設分】

〔全〕１２億円
（〔全〕１２億円）

〔全〕２０１億円
      （〔全〕２５２億円）

◆令和７年度補正予算の状況　＜厚生労働省＞
○介護施設等における防災・減災対策の推進
・地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金

〔全〕２２億円

◆令和７年度補正予算の状況　＜厚生労働省＞
○生活保護制度の着実な推進
・平成25年から実施した生活扶助基準改定に関する最高裁判決への対
応

〔全〕１，４７５億円
（〔全〕　―　　　）

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○生活保護制度の着実な推進
・生活保護に係る国庫負担 〔全〕２兆８，０２７億円

（〔全〕２兆７，８０８億円）

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○生活保護制度の着実な推進
・生活保護の適正実施等 〔全〕１９２億円

（〔全〕１９７億円）

◆令和７年度補正予算の状況　＜厚生労働省＞
○生活保護制度の着実な推進
・生活保護の適正実施等 〔全〕９２億円

(６)　医療扶助の適正化及び医療機
関等の適正な指定指導について

△

◆予算項目以外の状況
・福祉事務所や指定医療機関を指導・助言するうえで、都道府県が専門的・技術的な支援が受けられる体
制整備については不十分。また、医療機関、介護機関の指定等事務は見直されているが、統一システム
については実現していない。

△
◆予算項目以外の状況
・当該最高裁判決の対応事務に関する情報提供が不十分なため、事務の全体量の把握が困難。
・本業務に要する人件費及びシステム改修に係る経費を全額国庫補助とすることが示されたものの、予
算に限りがあるため、実際の事務量に見合う人件費の確保に懸念がある。
・地方自治体が追加支給を行うために必要な支給単価、システム改修の仕様を含む情報提供がいまだ不
十分。

(２)　生活保護制度の全額国庫負担
(３)　外国人に対する生活保護の全
額国庫負担
(４)　生活保護受給者の生活実態を
踏まえた制度の構築
(５)　生活保護制度の見直しと専門
職種の充実 △

◆予算項目以外の状況
・人件費を含む生活保護にかかる経費の全額国庫負担については実現していない。
・人件費を含む外国人への生活保護にかかる経費の全額国庫負担及び国の責任を明確化するため法制
化の検討については実現していない。
・生活保護受給者の生活実態を踏まえた制度とすることについては不十分。
・保護からの早期自立のインセンティブとして、就労自立給付金の算定方法を就労期間に応じたメリハリ
をつけることや、被保護世帯の高卒就職者の新生活立ち上げ支援のための一時金支給が行われている
が、自立助長を促す制度の一層の充実が必要。

 (２)　在宅高齢者福祉の推進につい
て

△

◆予算項目以外の状況
以下の項目については実現されていない。
・単位老人クラブの活動について、市町村が事業主体となることの明確化

３.介護・福祉施設等の整備推進
(１)　利用者の安全・安心の確保

△

◆予算項目以外の状況
・地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金の「社会福祉連携推進法人等による高齢者施設等の防災
改修支援事業」において、活用を希望する法人が多いが、内示枠が少ない。
・地域医療介護総合確保基金【介護分野のうち施設分】の「介護施設等の創設を条件に行う広域型施設
の大規模修繕・耐震化整備事業」において、大規模修繕工事への補助のニーズは高いが、条件が厳しく
活用に至らないケースがある。

Ⅳ　セーフティネット、福祉基盤の整
備に関する要望
１．生活保護制度の再構築と生活困
窮者の自立支援
(１)　生活扶助基準の改定に係る最
高裁判所による保護変更決定処分
の取り消し判決への対応について

２.高齢者保健福祉施策の充実
(１)　地域包括ケアシステムの構築
について
①医療との連携強化
②生活支援・介護予防の充実
③権利擁護の推進
④地域包括支援センターの機能強
化・体制整備
⑤認知症基本法の適切な運用
⑥認知症予防の推進
⑦認知症サポーター養成講座に係る
受講利便性の改善

△

◆予算項目以外の状況
以下の項目については、実現されていない。
・介護予防・日常生活支援総合事業の拡充等について、財政措置を含めた必要な支援
・地域包括支援センターの人材体制の充実を図るための財政措置及び専門三職種の配置に係る基準の
緩和
・認知症サポーター養成講座に係る受講利便性の改善

9／13



要望・提案事項 摘要予算等の措置状況
(７)　無料低額宿泊所の耐震性の確
保

×

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○生活困窮者自立支援の推進 〔全〕８２７億円

（〔全〕７６２億円）

◆令和７年度補正予算の状況＜厚生労働省＞
○生活困窮者自立支援の機能強化等 〔全〕１０５億円

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○生活困窮者自立支援の推進 〔全〕８２７億円

（〔全〕７６２億円）

◆令和７年度補正予算の状況＜厚生労働省＞
○生活困窮者自立支援の機能強化等 〔全〕１０５億円

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○地域支援事業の推進（一部社会保障の充実）

○成年後見制度利用支援事業(障がい者）
　※地域生活支援事業費等補助金

〔全〕 １，8０7億円の内数
　（〔全〕１，８００億円の内数）

〔全〕５０５億円の内数
　（〔全〕５０２億円の内数）

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○地域医療介護総合確保基金（介護従事者の確保分） 〔全〕８６億円の内数

（〔全〕９７億円の内数

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○日常生活自立支援事業による権利擁護支援の推進 〔全〕３８億円

（〔全〕３８億円）

◆令和７年度補正予算の状況＜厚生労働省＞
○身寄りのない高齢者等の課題に対応するための試行的事業 〔全〕７．１億円

（－）

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○介護保険制度による介護サービスの確保（一部社会保障の充実）
　介護報酬臨時改定（改定率　＋２.０３％）
 　・うち、介護分野の職員の処遇改善　＋１.９５％（令和８年６月施行）

〔全〕３兆３，９３４億円の内数

◆令和７年度補正予算の状況＜厚生労働省＞
○介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善支援事業
　介護分野の人材不足が厳しい状況にあるため、他職種と遜色のない処
遇改善に向けて、令和8年度介護報酬改定において必要な対応を行うこ
ととし、報酬改定の時期を待たず、人材流出を防ぐための緊急的対応と
して、賃上げ・職場環境改善の支援を行う。

〔全〕１，９２０億円
△

◆予算項目以外の状況
・介護報酬の加算に反映されているが、基本報酬に反映されていない

◆予算項目以外の状況
・無料低額宿泊所の建物は、建築基準法の規定を遵守するものでなければならないといった規定がある
ものの、遵守すべき建築基準の時点が建物建築当時なのか、無料低額宿泊所の用に供する時点なのか
示されていない。

３．福祉・介護人材の確保、定着方
策の抜本的強化
(１)　福祉・介護職員の処遇改善等

(２)　市民後見人の活動支援の強化

(３)　日常生活自立支援事業の財政
措置の充実等

△
◆予算項目以外の状況
・日常生活自立支援事業における利用料において、住民税非課税世帯等低所得世帯に対する一部免除
等を実施する財政措置に関する要望内容は、実現していない。
・事業における課題を把握したうえで、国、都道府県及び市町村の財政負担を明示するなどの、円滑かつ
持続可能な制度運営となるような抜本的な見直しといった要望内容は、実現していない。

△
◆予算項目以外の状況
・成年後見制度の利用を促進するために、市町村の方針等により制度の利用機会が失われないよう、特
に低資力者に係る後見人等に対する報酬の助成等の全国統一的な費用補助制度の確立については、実
現していない。

△◆予算項目以外の状況
・「成年後見制度利用促進法」の趣旨を踏まえた市民後見人の養成等に係る取組を円滑に実施するため
の基金財源の確保に関する要望内容は、実現していない。

△

◆予算項目以外の状況
・自立相談支援事業従事者養成研修の全額国費負担や補助率の引き上げは実現していない。
・雇用の促進を図るための、企業等が生活困窮者を雇用した場合の優遇措置（税減免など）や、支援制度
（ケア要員や一定期間内の給与支援など）並びに必要な財政措置について実現していない。

△

◆予算項目以外の状況
・償還免除にかかる要件緩和及び、物価高騰対策としての新たな支援策については示されなかった。

(９)　緊急小口資金等の特例貸付借
受人への支援策等について

２．判断能力が十分でない要援護者
を支える体制の更なる強化
(１)　成年後見制度に係る費用補助
制度の確立

(８)　生活困窮者自立支援制度の推
進
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況
◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○生活保護制度の着実な推進
　・生活保護に係る国庫負担

〔全〕３６１億円
（〔全〕３５２億円）

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○地域医療介護総合確保基金（介護従事者の確保分） 〔全〕８６億円

（〔全〕９７億円）

◆令和７年度補正予算の状況＜厚生労働省＞
○障害福祉分野における人材確保・生産性向上サポート促進事業（都道
府県等実施分）

〔全〕５．６億円

(４)　介護福祉士等修学資金等貸付
金の財源確保

◆令和７年度補正予算の状況＜厚生労働省＞
○介護福祉士修学資金等貸付事業 〔全〕４２億円

（〔全〕４１億円）
○

◆令和８年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○介護生産性向上推進総合事業（地域医療介護総合確保基金（介護従
事者確保分））

○介護テクノロジー導入支援事業（地域医療介護総合確保基金（介護従
事者確保分））

〔全〕８６億円の内数
（〔全〕９７億円の内数）

〔全〕８６億円の内数
（〔全〕９７億円の内数）

◆令和７年度予算措置の状況　＜厚生労働省＞
○医療・介護等支援パッケージ（介護分野）（介護テクノロジー導入・協働
化・経営改善等支援事業）

〔全〕２２０億円

４．指定受託法人による指導監査事
務の財源確保 ×

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○生活困窮者自立支援の推進 〔全〕８２７億円

（〔全〕７６２億円）

６．在日外国人無年金者の救済

×

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○矯正施設退所者の地域生活定着支援 〔全〕３８４億円の内数

（〔全〕４１２億円の内数）

◆予算項目以外の状況
・指定受託法人への外部委託による指導監査を実施するため体制構築に関する要望内容は実現してい
ない。

◆予算項目以外の状況
・現時点において、国からは所要の救済措置は講じられていない。

７．矯正施設退所者等の地域生活定
着促進

５．ホームレスの自立支援

(５)　介護現場の生産性向上

(３)　福祉・介護の人材確保

(２)　保護施設の職員の処遇改善及
び施設運営支援

△◆予算項目以外の状況
・施設事務費（人件費及び管理費）について、人件費に関しては人事院勧告の反映に係る増額が行われ
ているものの、物価上昇による影響等を踏まえた人件費や管理費の改善は行われておらず不十分。
日常生活支援住居施設の運営体制の強化（委託事務費の見直し）や、救護施設等における施設機能の
強化（ICT活用推進等）などを実施する。

×

◆予算項目以外の状況
以下の要望について、いずれも実現していない。
・事業費の全額国庫負担（令和５年度から国３/４、都道府県１/４の定率補助）
・国及び都道府県が担うべき事務の範囲・責任の法令に基づく明確化、及び地域の実態に即した事業制
度の整備
・都市部における職員の人件費等の処遇向上

△
◆予算項目以外の状況
・H27年度以降、ホームレスの自立支援に関する事業は、生活困窮者自立支援法の枠組みを活用して実
施。
・補助基準額単価が引き上げられるも、十分な財源措置が図られていない。
・地域居住支援事業（シェルター事業）について、必須事業に位置付けられていない。

△

◆予算項目以外の状況
・「国において当初予算により財源を確保するなど、恒久的・安定的に財源を措置すること」においては、
令和７年度についても、補正予算（経済対策）で措置されており、恒久的・安定的な財源措置とはいえな
い。
・「介護生産性向上総合相談センターが地域の先進事業者や人材を活用・連携しながら伴走支援をして
横展開させていく仕組みを構築し、メニュー化すること」については、令和７年度補正予算にてメニュー化
はされたものの、ガイドラインを示すなどの仕組みの構築はなされていない。

△

◆予算項目以外の状況
・介護、障がい、児童等の福祉人材について、具体的な人材確保策及び財政措置は不十分であり、さらな
る取組が求められる。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況
◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○地域医療介護総合確保基金（介護従事者の確保分）

○地域医療介護総合確保基金（介護施設等の整備分）

〔全〕８６億円
（〔全〕９７億円）

〔全〕２０１億円
（〔全〕２５２億円）

９．福祉医療費公費負担制度の創設
と国庫負担金減額措置の廃止 ×

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○災害福祉支援ネットワーク構築の推進 〔全〕３．２億円

（〔全〕３．１億円）

◆令和７年度補正予算の状況＜厚生労働省＞
○災害福祉支援ネットワーク構築の推進 〔全〕３．７億円

11．災害時における介護職員等の派
遣に係る求償及び派遣元施設等へ
の支援

◆予算項目以外の状況
・災害時における介護職員等の代替職員確保等が柔軟に行うことができ
るための要望内容は実現していない。

×

12．社会福祉施設の防災機能の充
実

◆予算項目以外の状況
・社会福祉施設の整備又は既存施設の改修に際し、事業者負担が発生
しないような財政措置の要望は実現していない。

×

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○重層的支援体制整備事業への移行準備事業 〔全〕0円

（〔全〕８．１億円）

◆令和８年度予算措置の状況＜厚生労働省＞
○困難な問題を抱える女性への支援関係 〔全〕５２億円

（〔全〕５１億円）

◆令和７年度補正予算の状況＜厚生労働省＞
○困難な問題を抱える女性への支援関係 〔全〕３．６億円

◆令和８年度予算措置の状況＜内閣府＞
○孤独・孤立対策推進交付金 〔全〕１．４億円

（〔全〕１．４億円）

16．助産制度の徴収事務

×

◆令和７年度補正予算の状況＜こども家庭庁＞
○令和７年人事院勧告を踏まえた児童養護施設等の職員の処遇改善 〔全〕４６億円

◆予算項目以外の状況
・国の制度としての早期実施、１８歳未満のこども医療費助成以外の地方単独事業の実施に伴う国民健
康保険の国庫負担金減額措置の全面廃止については、実現していない。

８．地域医療介護総合確保基金

△

◆予算項目以外の状況
・年度当初から事業実施できるスキームやスケジュールなどは、実現していない。

17．母子生活支援施設の人員配置

15．孤独・孤立対策の充実

△◆予算項目以外の状況
・孤独・孤立対策全般に係る都道府県と市町村の役割の明確化は実現していない。
・令和８年度から『社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交付金』は「孤独・孤立対策推進交付金」と
「地域就職氷河期世代等支援推進交付金」に再分離する予定。

13．包括的支援体制の構築促進

×
◆予算項目以外の状況
・事業開始から５年を経過した市町村の補助率引き下げが予定されており、都道府県の負担が増加。

14．女性支援対策の充実

10．災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）
の体制強化

△◆予算項目以外の状況
・災害時の都道府県間の派遣調整等について、令和７年度補正予算において、DWAT登録管理・派遣シ
ステムの構築が計上されたほか、D24Hの稼働が始まった。しかし、電子データによるアセスメント実施や
被災者の情報を迅速に情報共有できるシステム構築など、要望していた体制構築としては不十分であ
る。
・すべてのフェーズにおけるＤＷＡＴ派遣に要する費用が、災害救助法に基づく経費として災害救助費の
対象とされていないほか、災害派遣福祉チームの組成、研修、訓練等の災害福祉支援体制の整備に支
障をきたすことがないよう、現行の補助制度を拡充するなどの財源措置も依然として不十分である。

△

◆予算項目以外の状況
・徴収事務について、法改正は行われない見込み。

△◆予算項目以外の状況
・女性相談支援センターの職員配置基準の明確化がなされていない。
・配偶者暴力相談支援センターの運営にかかる財源措置が十分ではない。
・女性相談支援員の常勤化や配置義務化等、体制整備のために要する措置がなされていない。
・困難な問題を抱える女性が、相談、援助から自立に至るまで、抱えている問題及びその背景、心身の状
況等に応じた切れ目ない最適な支援が受けられる体制の整備及び対応強化に対する措置としては不十
分。
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要望・提案事項 摘要予算等の措置状況

17．母子生活支援施設の人員配置

△
◆予算項目以外の状況
・職員配置基準の見直しは行われない見込み。
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